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2023 年 10 月 27 日付け日本経済新聞では、ウナギの完全養殖に係る研究成果

を報じているところでもあり、資源の枯渇が懸念される魚種を全国で養殖でき

れば、水産資源の持続可能性を高めるという面での波及効果も期待できよう。 

 
６．おわりに 

 本稿では、データの制約が大きい市区町村を取り上げつつ、データに基づい

た課題の把握に努め、課題解決の方向性について検討を加えた。その結果、潜

在成長率が低迷している我が国では、人的・物的資源を地域間で奪い合うので

はなく、地域と国全体の両面で効果のある取組を実施することが重要であるこ

とを示し、参考となる取組事例を紹介した。 

他方、過疎等に直面する地域の実情は厳しく、本稿で描く理想の姿を実現し

て地域間格差を是正することは容易に実現できるものではない。また、地域が

抱える課題は多様であり、課題解決に向けた万能薬を期待することも難しい。

このため、各地域での創意工夫により地域の実情に即した取組を検討しつつ、

府省庁や関係機関が積極的に支援を行って実行していくプロセスが求められよ

う。その過程では大学や民間企業との連携も大きな役割を果たすと考えられ、

我が国の総力を挙げて地方創生に結び付けることが必要であろう。地域課題の

解決を通じて地域間格差の縮小を促すとともに、我が国全体への波及効果をも

たらす取組が進められることを期待したい。 
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翌翌年年度度繰繰越越額額をを予予算算額額かからら控控除除!!??  

行行政政事事業業レレビビュューーシシーートト

ににおおけけるる執執行行率率のの謎謎①①  
 

 

行政事業レビューは、毎年、国の全ての事業（約5,000事業）を網羅的に点検し、徹底

的、継続的に無駄や改善すべき点がないかチェックする政府の取組である。その一環と

して、事業の執行状況や成果、資金の流れ、自己点検の内容等を記載した「行政事業レ

ビューシート」（以下「レビューシート」という。）が各府省庁のウェブサイト上で公開

されている。国の決算書には、予算科目（項、目）ごとの執行額しか記載されないため、

事業ごとの執行額を確認できるレビューシートは、国会の決算審査等においても活用さ

れるなど、行政活動や財政運営の透明性を高める非常に有意義な取組であると言える。 

しかし、レビューシートに記載された事業予算の執行率には不自然な点があることか

ら、２回に分けて本コラムで取り上げることとしたい。一つ目は、予算額から翌年度繰

越額を控除することで執行率が高めに算出される仕組みになっている点である。図表１

は、レビューシート

の予算額・執行額の

欄を抜粋したもの

であるが、赤枠のと

おり、「予算の状況」

という欄に「翌年度

へ繰越し」（＝翌年

度繰越額）が負の数

値で記載されてい

る。すなわち、「当

初予算＋補正予算

＋前年度から繰越

し－－翌翌年年度度へへ繰繰越越

しし＋予備費等」とい

う計算式によって、予算の合計を表す「計」の金額が算出され、それに対する執行額の

割合を「執行率」としている。一方、国の予算の執行状況等を検査する機関である会計

検査院は、執行率について「各年度の歳出予算現額に対する支出済歳出額の割合」1と定

義している。「歳出予算現額」とは、歳出予算額（当初予算、補正予算等）、前年度繰越

額、予備費使用額等の金額を合計したもので、レビューシートの「当初予算＋補正予算

                                      
1 会計検査院『在日米軍関係経費の執行状況等について』（平30.4）21頁 

図表１ レビューシートにおける予算額・執行額 

（出所）内閣官房 令和５年度レビューシート「情報収集衛星の研究・開発」より抜粋 
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＋前年度から繰越し＋予備費等」に等しい。また、「支出済歳出額」は実際に支出した金

額のことで、レビューシートの「執行額」に等しい。そこで、両者の執行率の違いを単

純化して示したのが図表２である。いずれも予算額100億円、執行額80億円と仮定してい

るが、①の場合は分母から翌年度繰越額（20億円と仮定）を控除しているため、②より

執行率が20ポイントも高くなっていることが分かる。 

図表２ レビューシートと会計検査院の執行率の違い 

①レビューシート             ②会計検査院 

    
（出所）筆者作成 

レビューシートの作成要領では、「「翌年度へ繰越し」欄には、翌年度に繰り越した金

額を負の数値で記載する」2としか書かれておらず、なぜこのような計算式を用いている

のかは不明である。あえて推測すれば、「当年度では使用せず翌年度の予算に追加される

ため」という理由が考えられる。しかし、翌年度への繰越しは、予算の執行過程におい

て、災害等の発生により年度内での事業の完了が困難になったことを受けて行う手続で、

「執行の結果」である。したがって、予算を執行した結果生じた翌年度繰越額を遡って

予算額から控除するのは不自然と言わざるを得ない。国の決算書において、歳出予算現

額の左側にその構成要素が、右側に翌年度繰越額を含む執行の結果が記載されているこ

とからも明らかであろう（図表３参照）。 

図表３ 国の決算書における予算と執行の関係 

 

 

 
（出所）「令和４年度各省各庁歳出決算報告書」120頁より抜粋 

国の予算の執行状況を検証するに当たり、事業予算の執行率に関して複数の計算式が

存在する状況はもちろん、レビューシートにおいて理由を示すことなく翌年度繰越額が

ある事業で予算の執行率が高めに算出される状況は適切とは言えない。ついては、政府

として不自然な計算式に基づく執行率が必要な理由を示すか、レビューシートにおける

執行率の計算式を修正するか、いずれかの対応が求められよう。 
 

（決算委員会調査室 桑原誠 内線75345） 

                                      
2 内閣官房行政改革推進本部事務局「行政事業レビューシート作成要領」<https://www.gyoukaku.go.jp/review/img/R05sakuseiyour
you.pdf>３頁。なお、図表１のとおり、レビューシートには「当初予算＋補正予算に対する執行額の割合」という欄もあるが、これ

も歳出予算現額に含まれる前年度繰越額や予備費等を控除した予算額に対する執行額の割合であり、通常の執行率とは異なる。 

執行の結果 合計 歳出予算現額の構成要素 
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